
委託契約事務処理要領（アクションプラン版）新旧対照表 

旧 新 

 

（定義） 

第１  本要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） 「委託費」とは、委託業務に要する費用をいう。 

（２） 「委託」とは、委託費の支出の対象となる業務を委任する行為を

いい、その業務を「委託業務」という。 

（３） 「受託」とは、委託業務の委任を受ける行為をいい、その業務を

「受託業務」という。 

（４） 「委託者」とは、文部科学省科学技術・学術政策局、研究振興局

及び研究開発局の支出負担行為担当官をいう。（以下「甲」という。） 

（５） 「受託者」とは、受託業務を実施する者をいう。（以下「乙」とい

う。） 

（６） 「受託予定者」とは、一般競争入札（総合評価落札方式）におい

ては落札をした者、公募及び企画競争においては採択された者をい

い、その他受託を予定された者をいう。 

（７） 「委託契約書」とは、様式第１の「委託契約書」と様式第２の「業

務計画書」を合わせたものをいい、「変更委託契約書」とは、様式

第５をいう。 
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（５） 「受託者」とは、受託業務を実施する者をいう。（以下「乙」とい

う。） 

（６） 「受託予定者」とは、一般競争入札（総合評価落札方式）におい

ては落札をした者、公募及び企画競争においては採択された者をい

い、その他受託を予定された者をいう。 

（７） 「委託契約書」とは、様式第１の「委託契約書」と様式第２の「業

務計画書」を合わせたものをいい、「変更委託契約書」とは、様式

第５をいう。 

（８） 「排除対象者」とは、暴力団が実質的に経営を支配する者又はこ

れに準ずる者をいう。 

（９） 「暴力団が実質的に経営を支配する者」とは、法人等（個人、法

人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務

所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他

経営に実質的に関与している者をいう。）が暴力団（暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２から第３８まで省略 

 

附則（平成２３年２月１日制定） 

第１  この要領は、平成２３年２月１日から施行し、平成２３年４月１日以降

に締結する委託契約から適用する。 

 

 

 

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者

をいう。 

（10） 第１（８）に規定する「これに準ずる者」とは、次のいずれかに

該当する者をいう。 

① 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、

又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利

用するなどしているとき 

② 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は

便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営

に協力し、若しくは関与しているとき 

③ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不

当に利用するなどしているとき 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を

有しているとき 

 

第２から第３８まで省略 

 

附則（平成２３年２月１日制定） 

第１  この要領は、平成２３年２月１日から施行し、平成２３年４月１日以降

に締結する委託契約から適用する。 

 

附則（平成２３年６月１５日改正） 

 

第１  この要領は、平成２３年６月１５日から施行し、施行日から適用する（但

し、施行日以前に受託者の選定を行うものを除く）。 

 

第２  適用前の委託契約は、その時点のものを適用する。 



 


